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第 1 請求の受付                                

 

 １ 請求人 

 

 渋谷区鶯谷町           水原 利朗 

 

 ２ 請求書の提出 

 

   平成２６年８月２４日付けの請求書が渋谷区監査委員事務局あてに郵送され、同月

２５日に収受した。 

 

 ３ 請求の内容 

   

   （注１）住民監査請求書は、原文のまま記載した。 

   （注２）事実証明書は、省略した。 

 

 

 

渋谷区職員措置請求書 

 

１．請求の趣旨 
 
渋谷区は、現庁舎建替えを前提に平成２６年７月、渋谷区渋谷１丁目１８番に建設予

定の仮庁舎建設請負工事契約を締結しているが、そもそも現庁舎建替えは不要不急と

言え、耐震改修工事等による対応で十分可能であり、これに伴う仮庁舎建設に関わる

公費の支出は地方自治法第２条第１４項に抵触し違法であり、渋谷区長に対しこれま

で支出した費用の返還と、今後の費用の支出の差し止めを請求する。 
 
２．請求の理由 
 
・現在耐震補強工事を行っている新宿区庁舎は、築６４年を経過しているが建替える

事無く免震改修工事により約１年半の工期、総費用約２６億円余で直下型の大震災に

も十分対応し得るとしている。また築５０年を超えた建築で耐震改修工事により使用

し続けている県・市庁舎の事例は枚挙に暇が無い。 
 
本区の庁舎建替え前提という話は費用・工期等を含め誤った選択である。 
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・今回の建替え計画に関しては渋谷区の独断専行型の手法により進行しており詳しい 
内容を現時点でも多くの区民は殆ど知らされていない。区長は基本設計が出来てから

区民に説明すると言っているようだが、大方の計画が決定されてから説明されても何

の意味も無く、区民不在の無謀な計画と言わざるを得ない。 
 
区民参加を前提に計画を見直すべきである。 
 
渋谷区震災対策総合条例によれば、震災時の防災拠点は区立の小中学校とされている。

区庁舎よりも建築年数の長い小中学校の建替えを優先すべきである。 
 
 
住 所：東京都渋谷区鶯谷町 

 
職業：  

 
氏 名：  水 原 利 朗 ㊞ 

 
 
地方自治法第２４２条第１項の規定により、別紙事実証明書を添え、必要な措置を請

求する。 
 
渋谷区監査委員 様 
 
平成２６年８月２４日 
 
 

 

 

 

 

 

４ 請求の要件審査 

 

本件監査請求については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」とい

う。）第２４２条所定の要件を具備しているものと認めた。 
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第２ 監査の実施 

 

１ 監査対象事項 

 

本件監査請求は、「現庁舎建替えは不要不急と言え、耐震改修工事等による対応で

十分可能であり、これに伴う仮庁舎建設に関わる公費の支出は地方自治法第２条第１

４項に抵触し違法であり、渋谷区長に対しこれまで支出した費用の返還と、今後の費

用の支出の差し止めを請求する。」と求めており、住民監査請求書及び添付された事

実証明書の記載から、「仮設庁舎建設請負工事契約の締結」・「仮設庁舎建設に関わる

公費の支出」を財務会計上の行為として特定したものと勘案し、監査対象事項は次の

とおりとした。 

 

 庁舎建替えに伴う仮庁舎建設に関わる公金の支出が、法第２条第１４項に抵触し、

違法、不当であり、渋谷区長に対し、これまでに支出した費用の返還と今後の費用

の支出の差し止めを請求する必要があるか。 
 

２ 監査対象部 

 

総務部  

 

３ 請求人の証拠の提出及び陳述 

 

請求人に対し、法第２４２条第６項の規定に基づき、平成２６年９月１７日に証拠の

提出及び陳述の機会を与えた。請求人から、新たな証拠の提出はなく、陳述の必要はな

い旨の意思表示があり、陳述を実施しなかった。 

 

 ４ 監査対象部の見解 

 

監査対象部である総務部の本件監査請求に関する見解の要旨は、次のとおりである。 

 

(１) 総合庁舎建替えの経緯について 

 

   渋谷区は、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の教訓を踏まえ、また、

首都直下地震発生の可能性が指摘される中で、災害時等における事業継続計画（以下

「ＢＣＰ」という。）の基盤としての庁舎の耐震性及び安全性の確保に取り組んで来た。 

現総合庁舎は、昭和３９年に建築され５０年を経過し、平成９年度から平成１６年度

にかけて耐震補強工事を実施したものの、構造・設備の老朽化が進み、平成２４年６月

から１１月に実施した耐震診断では、建物の耐震性能を表す構造耐震指標(以下「Is 値」
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という。)が最小値０．２３の判定となり、更なる耐震補強の必要性が指摘された。 

渋谷区は、その結果を平成２４年１１月２０日の渋谷区議会全員協議会に報告すると

ともに、渋谷区としては現総合庁舎の建替えを視野に入れて耐震性の向上を進めること

とし、平成２４年１２月１日付で総務部に庁舎耐震問題担当課を設置し、庁舎の耐震補

強の検討と建替えも視野に入れた事業手法の公募を平成２４年１２月に実施した。平成

２５年２月２８日には５事業者からの提案が提出され、渋谷区議会（以下「区議会」と

いう。）に報告した。 

また、区議会においても、平成２５年５月に庁舎問題特別委員会が設置され、耐震補

強案と併せて建替えの検討を進めてきた。区議会では、耐震補強に関しては江東区役所

ほか１か所の視察、建替えに関しては甲府市役所ほか１か所の視察を行い、庁舎問題特

別委員会を開き、方向性の検討を行った。その検討を経て、平成２５年第３回区議会定

例会において「渋谷区総合庁舎の建替えを求める決議」が決定（平成２５年９月１０日）

された。 

渋谷区は、この区議会決議を踏まえ、庁舎の建替えを早期に実施することとし、専門

家を含めた庁舎問題検討会を設置し、企画提案のあった５案について６回におよぶ庁舎

問題検討会を開き比較検討を行った。その結果、優先交渉権者予定者と優先交渉権者次

点者を選定し、渋谷区として決定した。 

新総合庁舎及び新公会堂への建替えについては、平成２６年３月の平成２６年第１回

区議会定例会の議決を経て、平成２６年３月３１日に優先交渉権者予定者と渋谷区にお

いて基本協定を締結した。これに伴い、現在基本設計等の事務作業を行っている。今後、

区議会や区民に広く周知を行い進めていく予定である。 

新総合庁舎は現総合庁舎の敷地において建替えを予定しているため、仮設庁舎が必要

となることから、現総合庁舎から余り離れておらず現庁舎の機能をまとめて配置するの

に適地である区有地の渋谷区渋谷１丁目１８番の「ケアコミュニティ・美竹の丘」敷地

とその周辺を仮設庁舎建設の候補地として進めることとした。 

仮設庁舎建設は、仮設第一庁舎建設について、基本設計業務委託契約を平成２５年１

２月５日に締結、実施設計業務委託契約を平成２６年４月１日に締結、工事請負契約を

平成２６年７月１日に締結し、工事説明会を７月２４日に開催し、現在建設工事を進め

ている。また、仮設庁舎の想定規模は現庁舎配置部署がほぼ対象となるため、仮設第一

庁舎の面積では収まらないことから、隣接した東京都児童会館跡地と区立美竹公園の敷

地を利用し、仮設第二庁舎及び仮設第三庁舎も設置する予定であり、基本設計業務委託

契約を平成２６年５月１９日に締結し、現在基本設計を行っている。 

 

(２)  仮設庁舎建設工事に関連する契約について 
 
（ア）平成２５年度 仮庁舎建設工事基本設計業務委託       

契約金額 １０，３９５，０００円 履行期限 平成２６年３月３１日  
                 支出年月日 平成２６年５月２６日 
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（イ）平成２６年度 仮設第一庁舎建設工事実施設計業務委託    
契約金額 ２７，０００，０００円 履行期限 平成２６年７月３１日  

支出年月日 平成２６年８月２９日 
 （ウ）平成２６年度・平成２７年度 仮設第一庁舎建設工事  

契約金額 １，８１６，５６０，０００円 履行期限 平成２７年９月３０日 
平成２６年度  
前払い金    ９９，９００，０００円   

支出年月日 平成２６年８月１１日 
 出来高払い  ４７４，５４４，６１２円（予定）  
平成２７年度  
完成払い １，２４２，１１５，３８８円（予定）   

（エ）平成２６年度 仮設第一庁舎建設工事 工事監理等業務委託  
契約金額 ９，７２０，０００円  履行期限 平成２７年３月３１日  

（オ）平成２６年度 仮設第三庁舎整備計画基本設計業務委託    
契約金額 ５，９９４，０００円  履行期限 平成２６年９月３０日 

  （カ）平成２６年度 仮設第二庁舎整備計画基本設計業務委託    
契約金額 ８，９９６，４００円  履行期限 平成２６年１２月２６日 

  
(３) 本件請求人の主張に対する監査対象部の見解について 
 

 請求人が違法と主張する現庁舎の耐震化工事による補強を考えずに、建替えを前

提に話が進められているとしている点については、現庁舎において、既に一定の耐

震補強を行ってなお耐震性には大きな問題があり、大地震への備えを万全にするた

めにも建替えの必要性がひっ迫しており、耐震補強では、建替えに比べて一時的に

コストは抑えられるものの、老朽化の問題は解消されず、耐震補強後の庁舎の短期

間の使用の後に、建替えが必要となる。また、建替えの負担額は耐震補強とさほど

変わらず、さらに建替えによって現庁舎の抱える耐震、その他の執務環境の課題を

抜本的に解決し、より質の向上した区民サービスの提供も可能である。また、最新

の免震技術を採用することにより、長期にわたる庁舎の安全とＢＣＰを確保するこ

とができ、区の防災体制の充実・強化を図ることができる。 

 また、請求人が違法と主張する区民が参加することなく計画が進められていると

している点についても、渋谷区において、首都直下地震発生の可能性が指摘される

中、庁舎建替えは喫緊の課題であり、災害時においても行政機能を維持していくた

め、一義的には区が判断すべきものであるが、一方で庁舎は区民にサービスを提供

する場でもあるため、区議会の場及び区ニュース等の広報で、区民に情報提供を行

ってきた。今後も区議会の場及び区ニュース等の広報で、区民に情報提供を行い、

さらに、意見聴取の場も設けることを予定している。 

 庁舎建替えについては、上記（1）で述べたとおり、所要の手続きを経て決定して
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おり、その意思決定に渋谷区長の裁量権の逸脱又は濫用はなく、何ら違法、不当な

点はない。 

さらに、請求人が財務会計上の行為として特定した「仮庁舎建設に関わる公費の

支出」についても、これまで適正な手続の下行われており、職員が職務上負って

いる義務に違反しておらず、何ら違法、不当な点はない。 

なお、請求人が違法と主張する庁舎よりも建築年数の長い小中学校の建替えを優

先すべきとしている点については、耐震性に問題のある施設については、小中学校

だけでなくすべての施設に対して対応を講ずべきであり、渋谷区立小中学校全校に

ついては、平成２４年度中に必要な耐震補強を終えており、安全性に問題がない。 

    よって、請求人が違法であるとする点については、何ら違法、不当な点はない。 

 

５ 事実の確認 

 

関係書類の調査により、次の事実を確認した。 

 

（１） 庁舎耐震調査から仮庁舎建設までの経緯について 

 

平成２４年 ６月～１１月  耐震調査実施 
同年 １１月２０日  区議会全員協議会に「耐震診断の結果と補強案につ

いて」報告  耐震診断最小 Is 値=０．２３ 
同年 １２月 １日  「庁舎耐震問題担当課」設置 

同月２７日  区議会総務区民委員会へ庁舎建替えの事業手法等
についての提案募集の実施及び要項について報告 

同日  提案募集要項を渋谷区ＨＰに掲載 
平成２５年  ２月２８日  提案募集締め切り：5者から提案 

同年  ４月１５日  区議会総務区民委員会へ提案募集の状況を報告 
同年  ５月２０日  区議会に新たに「庁舎問題特別委員会」を設置 
同年  ６月２４日 「庁舎問題特別委員会」へ総合庁舎等の耐震問題に

係るこれまでの状況を報告 
同年  ７月～８月 「庁舎問題特別委員会」において、耐震補強、建替

えの調査、研究のため四つの自治体（甲府市、豊島区、

江東区、荒川区）を視察 
同年  ９月 ５日 「庁舎問題特別委員会」にて建替えの決議を採決 

       同月１０日  区議会本会議において、渋谷区総合庁舎の建替えを
求める決議を採決 

同年 １０月１１日   渋谷区は建替えを実施することを決裁 
       同月１７日  建替えに伴う仮設庁舎候補地選定の決裁 

同年  １１月      「庁舎問題特別委員会」において、建替えに向けて、
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新庁舎のあり方についての調査、研究のため二つの自

治体（青梅市、町田市）を視察 
       同月       渋谷区は、建替え事業を円滑かつ迅速に進めるため、

専門家を含めた庁舎問題検討会を設置 
同月２９日    庁舎問題検討会（第１回）開催 

同年  １２月 ２日  「庁舎問題特別委員会」へ庁舎問題検討会について 
報告 

同月 ４日  庁舎問題検討会（第２回）開催 
同月 ５日  庁舎問題検討会（第３回）開催 

同日  仮庁舎建設工事基本設計業務委託契約締結 
同月 ９日  庁舎問題検討会（第４回）開催 
同月１１日   庁舎問題検討会（第５回）開催 
同月１３日   庁舎問題検討会（第６回）開催 
同月２６日 「庁舎問題特別委員会」へ事業手法等の提案の選定

結果について報告 
平成２６年   ２月１０日   仮設庁舎建設のため東京都児童会館跡地に係る貸

付の要望書を東京都へ提出 
同月１３日 「庁舎問題特別委員会」へ新総合庁舎等整備事業に

ついて報告 
同月１８日  庁舎問題検討会（第７回）開催 
同月２５日 「庁舎問題特別委員会」へ仮設庁舎の概要等につい

て報告 
同年  ３月２０日   「庁舎問題特別委員会」へ庁舎問題検討会での検

討・審議内容について報告 
同月３１日   区議会本会議において、議会の議決に関する条例

で、「新総合庁舎等整備事業に関する基本協定を締結

すること」及び「定期借地権を設定すること」を議

決すべき事件として定め、これに基づき議案を審議

し、基本協定及び定期借地権の設定について可決 
同日   渋谷区と優先交渉権者予定者とで基本協定締結 

   同年  ４月 １日   仮設第一庁舎建設工事実施設計業務委託契約締結 
同月１０日 「庁舎問題特別委員会」において、仮設庁舎のあり

方等の検討として佐野市役所仮設庁舎を視察 
同年  ５月１２日 「庁舎問題特別委員会」へ平成 26年度の新総合庁舎 

等整備スケジュールを報告 
同月１９日   仮設第二庁舎整備計画基本設計業務委託契約締結 

同日  仮設第三庁舎整備計画基本設計業務委託契約締結 
同年  ６月 ５日 「庁舎問題特別委員会」へ仮設第一庁舎建設工事概
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要について、及び、新総合庁舎等整備事業の事業取引

等の妥当性を確保するための総合事業支援業務委託

に係る公募型プロポーザルの実施について報告 
    同月     平成２６年第２回区議会定例会に、「仮設第一庁舎

建設工事請負契約」について議決議案として提出 
同年  ７月 １日  区議会議決に基づき、仮設第一庁舎建設工事請負契

約締結 
同月２２日  仮設第一庁舎建設工事工事監理等業務委託契約締     

結 
         同月２４日  仮設第一庁舎建設工事の工事説明会を美竹の丘・し

ぶやにて実施  

同月３１日 「庁舎問題特別委員会」へ工事説明会の実施状況を

報告 

 

（２） 渋谷区及び区議会の広報内容について 

 

  ア しぶや区ニュース 

平成２５年   ３月１５日  平成２５年第１回区議会定例会区長所信表明の中
で「総合庁舎の耐震化」について掲載  

    同年 １２月 １日  平成２５年第４回区議会定例会区長発言の中で「総

合庁舎の建替え問題」について掲載 
    平成２６年  １月 １日  区長年頭あいさつの中で、庁舎の建替えについて掲

載  
同年  ３月１５日  平成２６年第１回区議会定例会区長所信表明の中

で「庁舎建替え」について掲載 
 同年  ７月 １日  平成２６年第２回区議会定例会区長発言の中で「仮

設庁舎」「新庁舎」について掲載 
  イ しぶや区議会だより 
    平成２５年  ７月１４日 設置から平成２５年６月１７日までの庁舎問題特別

委員会の活動状況を掲載 
       同年 １１月 ３日 平成２５年１０月８日までの庁舎問題特別委員会の

活動状況を掲載 
    平成２６年  １月 １日 平成２５年１２月６日までの庁舎問題特別委員会の

活動状況を掲載   

       同年  ４月２０日 平成２６年３月３１日までの庁舎問題特別委員会の

活動状況を掲載 
       同年  ７月２７日 平成２６年７月１日までの庁舎問題特別委員会の活

動状況を掲載   
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第３ 監査の結果 

 

１ 判断 

 

 本件監査請求については、合議により、次のとおり決定した。 

 「監査対象事項」については、理由がないものと認め、棄却する。 

 

２ 判断理由 

    
  （１） 総合庁舎の耐震化の経緯について 
 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災において、渋谷区の庁舎も被害

を受け、国から首都直下地震の切迫性が指摘され、想定震度が６弱から６強に引

き上げられる中、昭和３９年に建築された総合庁舎の耐震性が改めて問題となっ

た。 
渋谷区においては、平成２４年６月から１１月にかけて庁舎の耐震診断を実施

し、その結果から、庁舎の耐震性の向上を早急に検討すべき段階にあると判断し、

平成２４年１１月２０日に区議会全員協議会に耐震診断の結果報告をするとと

もに、平成２４年１２月１日付けで庁舎耐震問題担当課を総務部に設置し、現庁

舎の耐震補強案と建替え案との比較検討を行った。 
区議会においては、庁舎問題特別委員会を平成２５年５月２０日に設置し、他

自治体における耐震補強並びに建替えの実施状況の視察等を行い、いずれの案を

採用するかの検討を行った。その検討を経て、平成２５年第３回区議会定例会で

「渋谷区総合庁舎の建替えを求める決議」が平成２５年９月１０日に決定された。 
渋谷区は、これらの経緯を踏まえ、平成２５年１０月１１日付けで庁舎建替え

を決定した。そして、庁舎の耐震性能、迅速性、経費負担、周辺配慮等について

検討するために、法律家、建築家、公認会計士等の専門家を含めた庁舎問題検討

会を設置した。 
それとともに、建替えは現在の総合庁舎等の敷地内で整備することから、仮設

庁舎の用地確保、設置、移転についても検討が進められ、仮設庁舎は、庁舎機能

をできるだけ分散することのないよう、区有地である「ケアコミュニティ・美竹

の丘」の敷地の一部とその周辺とした。この決定内容は、区議会にも報告され、

平成２６年６月の第２回区議会定例会で「仮設第一庁舎建設工事請負契約」を議

決議案として提出し、７月１日に可決された。 
また、この庁舎の耐震化については、５事実の確認（２）のとおり、区民に対

して、区ニュースによって、その概要は情報提供されている。 
以上のような経緯から、渋谷区は、庁舎の耐震化について、現庁舎を活用する耐

震補強と建替えについて比較検討を行い、建替えを決定するまでにおいては、区議
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会へ報告、協議し、区民にも周知して進められてきたものであることが認められる。 
 

  （２） 庁舎建替えの決定について 
 

請求人は、「現庁舎建替えは不要不急と言え、耐震改修工事等による対応で十

分可能」であると主張し、渋谷区の決定には誤りがあるとしていることから、監

査委員が確認した渋谷区における庁舎建替えの決定については、以下のとおりで

ある。 
渋谷区は、平成２４年度に実施した庁舎耐震診断の結果、Is 値が０．２３から

０．４８であったため、庁舎の耐震性の確保は早急に検討すべき段階にあると判

断した。このＩｓ値は、平成１８年１月２５日国土交通省告示第１８４号にて鉄骨

造、鉄筋コンクリート造等の建築物についての判定基準を震度６強以上の大地震発

生時に倒壊、又は崩壊する危険性が低いとされる値として０．６以上としていると

ころ、Ｉｓ値が０．３未満は、大地震時の振動及び衝撃に対して、倒壊又は崩壊す

る危険性が高いとしている。そうして、官庁施設は災害応急対策活動に必要な建築

物であることから、大地震後に大きな補修をすることなく建築物を使用できる Is

値０．７５以上を耐震安全性目標としており、庁舎の耐震診断の結果数値はその安

全目標値から著しくかけ離れているためである。 
そこで、渋谷区では、耐震補強の一つの手法である免震補強にて現庁舎を活用

すること、あるいは庁舎を建替えすることの双方について、それぞれの問題点、

費用等を整理し、検討を進めると同時に、以下の検討した項目について、区議会

へ報告を行っている。 
現庁舎に免震補強を行い活用する案では、鉄筋コンクリート構造の耐用年数を

迎え、補強しても構造体のコンクリートの劣化は否定できず、庁舎の躯体の劣化

は進行するので、その後建替えが迫られる。また、老朽化した給排水管、冷暖房

設備の取替えなど一定のメンテナンスや更新は必要であり、老朽化に伴う修繕費も

増加していくことになる。さらに、業務を継続しながら免震工事を行うにあたって

は、工事期間中の施工される部署の移動、騒音・振動、利用動線の分断などにより、

区民サービスが低下することが避けられず、また改修後も構造的な制約から現状よ

り庁舎の使い勝手が悪くなる。加えて、想定される工期は約２６か月で、建替え案

の約２７～３０か月と変わらない。 

庁舎の機能として、今日的な課題として求められている省エネなどの環境対策、

防災への対応やユニバーサルデザインへの対応は、建替え案と異なり免震補強では

対応が難しいとされている。 

費用の比較として、現庁舎に免震補強を行い活用する案では、５９億円と試算

し、建替え案では、民間開発の導入により６６億円と試算し、その負担額には、

極端な差があるとはいえない。 
 様々な観点から庁舎の耐震化について検討された結果、区議会においては、現



11 
 

庁舎で免震補強工事を行ったとしても、構造体のコンクリートの劣化を止めるこ

とができず、近い将来、庁舎建替えをせざるを得ないことを考えると、より安全

性・経済性・利便性に優れ、かつ長期間の使用に供することができる庁舎建替え

を選択すべきであるとして、「渋谷区総合庁舎の建替えを求める決議」が決定され

た。 
渋谷区は、これまで検討した内容や区議会の判断なども踏まえ、庁舎の耐震化

対応として庁舎建替えで行うべきとし、平成２５年１０月１１日に庁舎建替えに

ついて決定した。 
以上のとおり、渋谷区においては、多角的、総合的かつ長期的な視点に立ち、

様々な検討を行った結果として、庁舎について耐震補強工事等による対応ではな

く、建替えの優位性から、その庁舎機能を効果的に向上させることができるとし

て決定したものであるといえる。 
 

（３） 結び 
 

庁舎は、平常時は区民等が訪れるとともに、職員が執務を行う主たる事務所とな

るものであるが、地震などの災害時には、区民の生命を守る災害対策の活動拠点で

あるほかに、その後の災害復興に向けた迅速、効果的な対応を円滑に行うことがで

きなければならないものである。それゆえ、庁舎は平常時に区民等から求められる

機能を有し、来庁者に対する利便性などのほか、災害時に業務継続を可能にするた

めには、庁舎の現況において、よりその安全性と耐震性が強く求められているもの

であるといえる。 
 したがって、庁舎は行政執行の基盤をなすとともに、国においてひっ迫する首都

直下地震の可能性の指摘があり、想定震度が６弱から６強に引き上げられる中、災

害に備え、その対策を推し進めていく重要性をかんがみれば、行政の責任において、

庁舎を免震補強等による対応ではなく、建替えによって、その機能を向上させる方

途を決定したことは、慎重かつ高度な判断がされたものであると考えられる。 
また、財務会計上の行為として特定した「仮設庁舎建設請負工事契約の締結」・

「仮設庁舎建設に関わる公費の支出」については、適正に手続きがなされており、

違法、不当な点はないと認められる。 
 請求人がその違法理由の根拠として主張している法第２条第１４項は、地方公

共団体がその事務を処理するに当たって準拠すべき一般的、抽象的な指針を定めた

規定に過ぎず、この規定が地方公共団体の行う個々の事務処理の適否の判断基準と

なる具体的な法規範としての性質を有するものとまで解することは困難である。

（平成３年９月１７日東京地裁判決参照）さらに、庁舎の建替えに関して、どのよ

うに行うべきかを明確に規定し、規律する法規は見当たらず、渋谷区長の合理的な

裁量判断に委ねられているものという他はない。 
 そうすると、庁舎の建替えを決定するに当たっては、渋谷区長の判断した内容や
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その手続きにおいて、社会通念に照らして著しく妥当性を欠く過誤や不合理がある

ことが明らかに認められるなどといった場合でない限り、その判断が違法、不当で

あるとされることはないものといえる。ゆえに、上記（１）及び（２）で述べたと

おり、渋谷区長の判断した内容やその手続きについて、何人の目から見ても明らか

なような過誤や不合理があると認めることはできず、したがって、その判断が違法、

不当であるものとはいえない。 
 ちなみに、請求人が区庁舎よりも小中学校の建替えを優先すべきと主張をしてい

る点については、渋谷区では、既に渋谷区立小中学校全校の耐震補強に取り組んで

おり、平成２４年度中に必要な耐震補強を終え安全性に問題がないことから、その

主張に理由があるとは認められない。 

よって、上記のような事実関係からすれば、庁舎建替えについては、違法、不当

な点はなく、庁舎建替えに伴う仮庁舎建設に関わる公金の支出を違法、不当として、

費用の返還と今後の費用の支出の差し止めを求める本件監査請求には、理由がな

い。 
 
以上、請求人の主張及び監査対象部の見解を斟酌しつつ、監査委員の判断を示し

たものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
本書は、請求人に通知した監査結果に、個人情報の保護等の観点から、一部省略等を行ったものである。
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